みやざきエコアクション認証取り消し等に関する要領
（目的）

第1条 この要領は、みやざきエコアクション（以下「エコアクション」という。）の認証に
関する要綱第８条の規定に基づき、エコアクションの認証取り消し等に関する必要な事項を定めるものとする。

（申請の要件）

第２条　エコアクションの認証を希望する事業者（以下「申請者」という。）は、みやざきエコアクション認証規格（以下「規格」という。）に基づくシステムを構築し、少なくとも３ヵ月間以上運用した後、申請するものとする。

２　活動の実態のない組織、団体や反社会的行為その他市長の業務遂行に支障をきたす行為を行い、又はその恐れのある組織、団体からの申請については、申請受付後にこれを拒否することができる。
（申請・認証の取り下げ）

第３条　申請者が自己の都合により申請を取り下げる場合、又は認証事業者が自己の都合により認証を返上する場合は、書面により市長へ通知する。

（システムの変更）

第４条　認証事業者は、認証に係わる業務内容の大幅な変更があった場合や環境に係わる法規制の変更など、認証事業者の規格に基づくシステムが大幅に変更された場合は、市長へ連絡する。

２　前項の変更等については、審査員が確認するとともに中間審査等において審査する。

（調査の依頼）

第５条　市長に対して、第三者から申請者及び認証事業者のみやざきエコアクションに関する苦情等があった場合は、市長は、内容の調査（宮崎市担当職員又は審査員による立ち入り調査を含む。）を申請者及び認証事業者へ依頼する。
（認証の一時停止及び解除について）

第６条　市長は、認証事業者において、次のいずれかに該当することが明らかになった場合、期限を定めて認証を一時停止することができる。

（1） 規格に定める要求事項に関する不適合に対して、必要な是正処置がとられていないとき。

（2） 審査の不適合に対して、同意した是正処置が正当な理由がなく実施されていないとき。

（3） ２ヵ月以上にわたって、行政機関より業者指名停止、営業停止等の処分を受けているとき。
（4） ２ヵ月以上にわたって、行政機関より環境に関わる許認可事項が未承認のため操業できないとき。

（5） ２ヵ月以上にわたって、重大な事故等の発生で操業不能の状態となっているとき。

（6） ２ヵ月以上にわたって、行政機関より事故等のため操業停止命令を受けているとき。

（7） 認証事業者より書面にて一時停止の申し出があったとき。

２　市長は、認証を一時停止した場合は文書で通知し、認定証の一時回収を行い、認証事業者においては、認証公表を停止する。

３　市長は、認証を一時停止した場合は、ホームページでの事業所名の公表を停止する。
４　市長は、第1項のいずれにも該当しなくなった場合、一時停止の解除を行い、回収した認定証を返却し、認証を再公表する。

（認証の取り消し）

第７条　市長は、認証事業者において、次のいずれかに該当することが明らかになった場合、認証を取り消すことができる。
（1） 認証の一時停止期間内に不適合の是正処置が完了しなかったとき。

（2） 申し込み事項に虚偽の記載があったとき。
（3） 倒産又は解散もしくは破産整理されたとき。

（4） ６ヵ月以上にわたって、行政機関より業者指名停止、営業停止等の処分を受けているとき。

（5） ６ヵ月以上にわたって、行政機関より環境に関わる許認可事項が未承認のため操業できないとき。

（6） ６ヵ月以上にわたって、重大な事故等の発生で操業不能の状態となっているとき。

（7） ６ヵ月以上にわたって、行政機関より事故等のため操業停止命令を受けているとき。

（8） 認証事業者の事業活動において、認証を行った結果が悪用･誤用され、またその恐れがある場合及び反社会的行為を行い、またはその恐れがある場合など、認証を維持することが相応しくないとき。

（9） 認証後、年１回の中間審査を受審しなかったとき。

２　市長は、認証を取り消した場合は文書で通知し、認定証の回収を行い、認証事業者においては、認証公表を停止する。

３　市長は、認証を取り消した場合はホームページでの事業所名を削除する。
（異議申し立て）

第８条　申請者及び認証事業者が、不適合の判定に関する審査結果及び市長の判定結果（一時停止及び取り消しを含む。）に係わる内容に対して異議がある場合は、事由が発生したことを知った日の翌日から起算して60日以内に市長に文書にて異議を申し立てることができる。

　　　附　則

　　この要領は、平成１８年１１月１３日から施行する。

　　　附　則（平成２３年３月１日伺定）

この要領は、平成２３年３月１日から施行する。

